
大和高田市人事行政の運営等の状況 
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１．職員の任免及び職員数に関する状況 

 

 (1) 職員の総数 

                 （各年４月１日現在） 

 Ｈ３１年 Ｈ３０年 

条例定数 １，３２３人 １，３２３人 

職員数 １，０９７人 １，０７８人 

     ※特別職を除く 

 

 (2) 職員の平均年齢 

                 （各年４月１日現在） 

 Ｈ３１年 Ｈ３０年 

平均年齢 ４１歳１１月 ４２歳７月 

 

 (3) 採用者の状況 

 

  ①採用方法 

    採用方法は、試験による採用と選考による採用とがあります。 

 

  ②実施状況 

（平成３０年度実施分） 

 試 験 選 考 計 

一般行政職 ４６ １ ４７ 

教 育 職  ４ ４ 

医 療 職 ３７ ３ ４０ 

計 ８３ ８ ９１ 

   奈良県からの派遣職員５名（一般行政職１名、教育職４名） 



 

(4) 退職者の状況 

（平成３０年度） 

 定 年 定年前早期退職 自己都合 その他 計 

一般行政職 １６ ３ ９  ２８ 

技能労務職 １ １   ２ 

教 育 職 ３    ３ 

医 療 職 ５ １ ２８  ３４ 

計 ２５ ５ ３７ ０ ６７ 

 

(5) 再任用の状況 

再任用とは、高齢者の知識・経験を有効に活用するとともに、年金制度の改正にあわせ、 

６０歳代前半の雇用と年金の連携により定年退職者の生活を支えるため再雇用する制度です。 

平成３０年度の再任用職員数は２４名です。 

 

(6) 公益法人、営利法人等への派遣の状況 

公益法人等のうち、その業務が大和高田市の事務・事業と密接な関連を有し、施策推進を図る

ため人的援助が必要なものや、大和高田市が出資している株式会社のうち、その業務が公益の

増進に寄与するとともに、地方公共団体の事務・事業と密接な関連を有し、施策推進を図るた

め人的援助が必要なものについて、職員を派遣しており、平成３０年度は４名です。 

 

(7) 障害者の任用状況 

障害者の雇用につきましては、障害者の雇用の促進等に関する法律により、障害者雇用率が定め

られています。法定雇用率及び令和元年６月現在における本市の雇用率は次のとおりであり、法

定雇用率を下回っています。遅延なく雇用率を満たせるよう、障害者の雇用及び労働環境の整備

に努めます。 

 

令和元年度の法定雇用率 2.5％ 大和高田市の雇用率 2.46％（法定雇用障害者数は0人） 

 

 

２．職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

(1) 職員の勤務条件、休憩・休息時間の概要（平成３１年４月１日現在） 

   職員の勤務時間は、一部の施設等を除き、８時３０分から１７時１５分までの１日７時間４５

分、週３８時間４５分です。このうち１時間の休憩時間があります。 

 

(2) 職員の年次休暇の概要と取得状況 

   労働基準法の規定に従い、原則として１年に２０日の有給休暇が与えられます。 

     

平成３０年（１月１日～１２月３１日）の平均取得日数 ９．７日 

 

 



(3) 特別休暇等の概要 

   年次有給休暇以外にも、特別な事由に該当する場合は、特別休暇等が認められます。 

 

特別休暇を与える場合 期間 

(１) 職員が選挙権その他公民としての権利を行使

する場合で、その勤務しないことがやむを得ない

と認められるとき。 

必要と認められる期間 

(２) 職員が証人、鑑定人、参考人等として国会、

裁判所、地方公共団体の議会その他官公署へ出頭

する場合で、その勤務しないことがやむを得ない

と認められるとき。 

必要と認められる期間 

(３) 職員が骨髄移植のための骨髄液の提供希望者

としてその登録を実施する者に対して登録の申出

を行い、又は骨髄移植のため配偶者、父母、子及

び兄弟姉妹以外の者に骨髄液を提供する場合で、

当該申出又は提供に伴い必要な検査、入院等のた

め勤務しないことがやむを得ないと認めるとき。 

必要と認められる期間 

(４) 職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に

掲げる社会に貢献する活動（専ら親族に対する支

援となる活動を除く。）を行う場合で、その勤務

しないことが相当であると認められるとき。 

１の年において５日の範囲内の期間 

イ 地震、暴風雨、噴火等により相当規模の災害

が発生した被災地又はその周辺の地域における

生活関連物資の配布その他の被災者を支援する

活動 

  

ロ 障害者支援施設、特別養護老人ホームその他

の主として身体上若しくは精神上の障害がある

者又は負傷し、若しくは疾病にかかった者に対

して必要な措置を講ずることを目的とする施設

であって市長が定めるものにおける活動 

  

ハ イ及びロに掲げる活動のほか、身体上若しく

は精神上の障害、負傷又は疾病により常態とし

て日常生活を営むのに支障がある者の介護その

他の日常生活を支援する活動 

  

(５) 職員が結婚する場合で、結婚式、旅行その他

の結婚に伴い必要と認められる行事等のため勤務

しない事が相当であると認められるとき。 

市長が定める期間内における連続する

５日の範囲内の期間 



 

(６) ６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週間）

以内に出産する予定である女子職員が申し出た場

合 

出産の日までの申し出た期間 

(７) 女子職員が出産した場合 出産の日の翌日から８週間を経過する

日までの期間（産後６週間を経過した女

子職員が就業を申し出た場合において医

師が支障がないと認めた業務に就く期間

を除く。） 

(８) 生理日に勤務することが著しく困難な場合又

は生理に有害な職務に従事する場合 

１回につき２日以内で必要とする期間 

(９) 生後１年に達しない子を育てる職員が、その

子の保育のために必要と認められる授乳等を行う

場合 

１日２回それぞれ30分以内の期間（男

子職員にあっては、その子の当該職員以

外の親が当該職員がこの項の休暇を使用

しようとする日におけるこの項の休暇

（これに相当する休暇を含む。）を承認

され、又は労働基準法（昭和22年法律第

49号）第67条の規定により同日における

育児時間を請求した場合は、１日２回そ

れぞれ30分から当該承認又は請求に係る

各回ごとの期間を差し引いた期間を超え

ない期間） 

(10) 職員が妻（届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。次号において同じ。）

の出産に伴い勤務しないことが相当であると認め

られる場合 

市長が定める期間内における２日の範

囲内の期間 

(11) 職員の妻が出産する場合であってその出産予

定日の６週間（多胎妊娠の場合にあっては、14週

間）前の日から当該出産の日後８週間を経過する

日までの期間にある場合において、当該出産に係

る子又は小学校就学の始期に達するまでの子（妻

の子を含む。）を養育する職員が、これらの子の

養育のため勤務しないことが相当であると認めら

れる場合 

 

当該期間内における５日の範囲内の期

間 

(12) 中学校就学の始期に達するまでの子（配偶者

の子を含む。）を養育する職員が、その子の看護

（負傷し、若しくは疾病にかかったその子の世話

又は疾病の予防を図るために必要なものとして市

長が定めるその子の世話を行うことをいう。）の

ため勤務しないことが相当であると認められる場

合 

１の年において５日（その養育する中

学校就学の始期に達するまでの子が２人

以上の場合にあっては、10日）の範囲内

の期間 



(13) 日常生活を営むのに支障がある者（以下この

号において「要介護者」という。）の介護その他

の市長が定める世話を行う職員が、当該世話を行

うため勤務しないことが相当であると認められる

場合 

１の年において５日（要介護者が２人

以上の場合にあっては、10日）の範囲内

の期間 

(14) 職員の親族が死亡した場合で、職員が葬儀、

服喪その他の親族の死亡に伴い必要と認められる

行事等のため勤務しないことが相当であると認め

られる場合 

親族に応じ同表の日数欄に掲げる連続

する日数（葬儀のため遠隔の地に赴く場

合にあっては、往復に要する日数を加え

た日数）の範囲内の期間 

(15) 職員が父母の追悼のための特別な行事（父母

の死亡後市長の定める年数内に行われるものに限

る。）のため勤務しないことが相当であると認め

られる場合 

１日の範囲内の期間 

(16) 職員が夏季における盆等の諸行事、心身の健

康の維持及び増進又は家庭生活の充実のため勤務

しないことが相当であると認められる場合 

１の年の７月から９月までの期間にお

ける、週休日、休日及び代休日を除いて

原則として連続する６日の範囲内の期間 

(17) 地震、水害、火災その他の災害により次のい

ずれかに該当する場合その他これらに準ずる場合

で、職員が勤務しないことが相当であると認めら

れるとき。 

イ 職員の現住居が滅失し、又は損壊した場合で、

当該職員がその復旧作業等を行い、又は一時的に

避難しているとき。 

ロ 職員及び当該職員と同一の世帯に属する者の

生活に必要な水、食料等が著しく不足している場

合で、当該職員以外にはそれらの確保を行うこと

ができないとき。 

７日の範囲内の期間 

(18) 地震、水害、火災その他の災害又は交通機関

の事故等により出勤することが著しく困難である

と認められる場合 

必要と認められる期間 

(19)  地震、水害、火災その他の災害又は交通機関

の事故等に際して、職員が通勤途上における身体

の危険を回避するため勤務しないことがやむを得

ないと認められる場合 

必要と認められる期間 

(20) その他市長が必要と認める場合 必要と認められる期間 

 

 

 

 

 

 

 



 (4) 職員の育児休業の概要 

   職員が育児をするための休業制度があり、子が３歳に達する日まで取得することができます。

育児休業は１日単位で、部分休業は１日２時間を超えない範囲で３０分単位で取得できます。（給

与は支給されません。） 

 

 (5) 安全衛生管理体制の整備状況 

事業場の規模及び業種によって、安全衛生管理者等を選任、設置しています。 

組織等 説明 

総括安全衛生管理者 安全衛生管理者及び衛生管理者の指揮や、労働

者の危険または健康障害を防止するための措置

等の事業場の安全衛生に関する業務の統括管理

を行う者 

副総括安全衛生管理者 総括安全衛生管理者を補佐する者 

安全管理者 総括安全衛生管理者の指揮のもとに、職場の設

備や作業方法等に危険がある場合における応急

措置等、安全に係る技術的事項を管理する者 

衛生管理者 総括安全衛生管理者の指揮のもとに、健康に異

常のある者の発見・措置や、作業環境の衛生上

の調査等、衛生に係る技術的事項を管理する者 

安全衛生推進者又は衛 

生推進者 

安全管理者及び衛生管理者の選任が義務づけら

れていない事業場において、施設、設備等の点

検、使用状況の監視等を行う者 

産業医 健康診断を実施する等、労働者の健康管理等に

当たるとともに、事業者又は総括安全衛生管理

者を指導助言する等、専門家として活動する医

師 

職員安全衛生委員会 労働者の健康障害を防止するための基本対策等

で衛生に関する重要事項及び労働者の危険を防

止するための基本対策等で安全に関する重要事

項について調査審議するため設置される委員会 

 

 

 



３．職員の分限処分及び懲戒処分の状況 

 

 (1) 分限処分の概要及び状況 

   分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保のために行う処分です。 

（平成３０年度） 

処分事由 降任 免職 休職 降給 

勤務実績が良くない場合     

心身の故障の場合   ２２  

職に必要な適格性を欠く場合     

職制、定数の改廃、予算の減少により

廃職、過員を生じた場合 

    

刑事事件に関し起訴された場合     

条例で定める事由による場合     

計 ０ ０ ２２ ０ 

 

 (2) 懲戒処分の概要及び状況 

   懲戒処分とは、公務員としてふさわしくない非行があった場合など職員の一定の義務違反に対

して道義的責任を問う処分であり、それによって地方公共団体における規律と公務遂行の秩序を

維持することを目的としています。 

（平成３０年度） 

処分事由 戒告 減給 停職 免職 

法令に違反した場合   １  

職務上の義務に違反し又は職務を怠っ

た場合 

 １   

全体の奉仕者たるにふさわしくない非

行のあった場合 

１    

計 １ １ １ ０ 

 

 

 

４．職員の服務の状況 

 

 (1) 服務に関する基本原則の概要 

 

法令等及び上司の職務上の

命令に従う義務 

職員は職務遂行に当たって法令、条例、規則等に従い、かつ

上司の命令に従わなければならない。 

信用失墜行為の禁止 職員は職の信用を傷つけたり、職の全体の不名誉となる行為

を行ったりしてはならない。 

秘密を守る義務 職員は在職中、退職後を問わず職務上知り得た秘密を漏らし

てはならない。 

職務に専念する義務 職員は全体の奉仕者として、勤務時間中全力で職務遂行しな

ければならない。 



政治的行為の制限 職員は政党その他の政治的団体の結成に関与する等の政治

的行為が禁止されています。 

争議行為等の禁止 職員は争議行為等が禁止されています。 

営利企業等の従事制限 職員は営利企業等に従事することが制限されており、従事す

る場合は許可を受けなければなりません。 

 

 

 (2) 職務専念義務免除制度の概要 

   職務専念義務は、①研修を受ける場合、②厚生に関する計画の実施に参加する場合、③任命権

者が定める場合に限り免除されます。 

 

 (3) 営利企業等従事許可制度の概要 

   地方公務員法第３８条の規定により、職員は、営利を目的とする私企業を営むことを目的とす

る団体の役員等への就任、自ら営利を目的とする私企業の経営、報酬を受けての事業への従事な

どは禁止されていますが、「職員の営利企業等の従事制限に関する規則」に定める基準に適合す

る場合には許可できます。 

    ①その職員の占めている職と当該営利企業との間に特別の利害関係がなく、かつ、その発生

のおそれがない場合 

    ②その職員の職務の遂行について支障がなく、かつ、その発生のおそれがない場合 

 

５．職員の退職管理の状況 

営利企業等に再就職した元職員に対し、離職前の職務に関して、現職職員への働きかけを禁止

するとともに、再就職した元職員に再就職情報の届出を義務付ける等、退職管理の適正確保に取

り組んでいます。 

 

 

６．職員の研修及び人事評価の状況 

 

 (1) 人材育成基本方針の概要 

   職員の能力開発を総合的、計画的に推進するための基本的な事項を明確にし、能力開発に関す

る諸施策実施の基準とするため、｢大和高田市人材育成基本方針｣を策定しました。 

 

(2) 研修方針 

   地方分権が本格的実施の段階に入り、地方自治体を取り巻く環境は著しい変化を続けています。

この変化に対応していくためには、職員一人ひとりが意欲と情熱をもって職務に取り組み、市民

の役に立つ人材として育たなければなりません。 

本市においても｢人材育成基本方針｣を作成し、求められる職員像を明らかにしているところで

す。 

   令和２年度職員研修におきましても、そこで謳われている人材の育成に資するため、住民ニー

ズの高度化・複雑化に対応できる政策形成能力、困難な課題を克服するための問題発見・解決能

力、行政の公正さや透明性を確保するうえで必要な法務能力等の養成や、職場での人材育成・自

己啓発の支援を中心に実施していきます。 



 

 (2) 研修の実施状況 

 

① 一般研修 

                     （平成３０年度） 

研 修 名 受講者数 回数 

新任課長級職員研修 １２ １ 

接遇研修 ２７ １ 

メンタルヘルス研修 ４８ １ 

刈払機取扱作業者安全衛生教育講習会 ３２ １ 

人事評価目標設定適正化会議 ５１ １ 

管理職人権研修 ３８ １ 

コンプライアンス研修 ３４ １ 

課長補佐級職員研修 １７ １ 

手話研修(初級) ２２ ２ 

男女共同参画職員研修 ※主事補対象 ７７ １ 

主事昇格対象者研修 ３１ ３ 

葛城広域圏合同研修 ６ ２ 

ハラスメント研修 ※係長・主査級対象 ８６ １ 

情報セキュリティ研修 ３５ １ 

人事評価目標設定適正化会議 ６３ １ 

人事評価評価者研修 ５２ １ 

人事評価評価適正化会議 ５５ １ 

新規採用者研修 ８４ ２ 

         

② 人権研修 

                     （平成３０年度） 

研 修 名 受講者数 回数 

部落差別等撤廃と人権確立を目指す奈良県民

集会 
１８ １ 

第５回地域フォーラム １８ １ 

第５１回人権教育推進協議会 ３ １ 

第１５回シンポジウム １５ １ 

奈良県・人権部落解放研究集会 ７ １ 

 

 

 

 

 

 

 

 



③  派遣研修 

（平成３０年度） 

研修名・派遣先 受講者数 

市町村職員中央研修所 ４ 

全国市町村国際文化研修所 ３ 

奈良県市町村職員研修センター ３１ 

ＮＯＭＡ実務研修 １ 

近畿都市職員専門研修 ３ 

衛生管理者研修 ２ 

 

(3) 職員の人事評価等について 

 仕事の業績（成果）を評価することは、組織目標に基づく職務の実践とともに、単 

なる目標達成だけに止まらず、職員一人ひとりの長所のさらなる強化と短所の改善を 

行い、人材を育て、いい仕事に導くことを目的とするものです。 

職員一人ひとりが組織目標を明確に意識し、行動し、その結果を検証し、次の行動 

に役立てていく仕組みを人事評価制度に組み入れることにより、人的資産の最大活用 

と組織活力の向上を図ります。 

本市では平成２７年度から人事評価制度を導入しました。 

 

 

７．職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

 (1) 共済組合の事業概要 

   常勤職員は、奈良県市町村職員共済組合または公立学校共済組合に加入しています。 

  共済組合は、職員の掛金と地方公共団体の負担金などによって運営されており、職員とその家族

の福祉の増進を図ることを目的として、次の事業を行っています。 

 

① 短期給付事業 

 

法定給付 

保健給付 病気、負傷などの場合に支払われる給付 

休業給付 育児休業など休業する場合に支払われる給付 

災害給付 災害により死亡した場合などに支払われる給付 

法定外給付 附加給付 病気・負傷・災害などの場合に附加して支払われる給付 

 

  ②長期給付事業 

退職給付 退職共済年金 職員（共済組合員）期間等２５年以上の者が退職した場

合で、６５歳に達したときなどに支給 

障害給付 障害共済年金 共済組合員が在職中の病気や負傷により重度の障害状態

となった場合に障害の程度に応じて支給 

障害一時金 軽度の障害の状態のときに支給 

遺族給付 遺族共済年金 共済組合員が死亡したときに支給 

 

 



  ③福祉事業 

   健康診断等の保健事業のほか、貸付事業、貯金事業、宿泊事業を行っています。 

 

 (2) 公務災害補償の概要と実施状況 

   公務上の災害（負傷、疾病、障害又は死亡）又は通勤による災害を受けた場合、地方公務員災

害補償基金から一定の補償がなされます。 

                 （平成３０年度） 

認定件数 傷病 死亡 

公務上の災害 ２３  

通勤途上の災害 ２  

 

 (3) 職員の健康診断等の概要 

   労働安全衛生法に従い、職員の健康診断を年１回実施しており、職員の健康に配慮しています。 

 

(4)  メンタルヘルスへの対応状況 

「職員こころの相談室」を開設しているほか、ストレスに対する自己や職場管理について、メ

ンタルヘルス研修を行っています。 

 

(5) ハラスメントへの対応状況 

ハラスメントについては人事課内に職員の相談窓口を設置し相談の対応をしています。 

 

 (6) その他職員福祉のための独自の制度の概要 

   市職員の厚生及び共済を図るため、大和高田市職員互助会を設置しています。 

   主な事業として、給付事業（慶弔金や見舞金等）、貸付事業等を行っています。 

 

 

８．公平委員会の業務の状況 

 

 (1) 勤務条件に関する措置の要求の状況 

   職員は、給与等勤務条件に関して公平委員会に当局が適当な措置を講じるよう要求することが

できます。 

   平成３０年度につきましては、職員の措置要求はありませんでした。 

 

 (2) 不利益処分に関する不服申立ての状況 

   職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分に関して、公平委員会に不服の申立てをする

ことができます。 

   平成３０年度につきましては、職員の不服申立てはありませんでした。 

 

 (3) 職員の苦情処理についての状況 

   勤務条件に関する措置の要求及び不服申立てに必ずしもいたらないような職員の苦情に適切に

対応するために設けられました。 

   平成３０年度につきましては、職員の苦情処理はありませんでした。 


